
 

   東濃中部病院事務組合助産師修学資金等貸与条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、管理者が指定する医療機関（以下「指定医療機関」とい

う。）の助産師として従事しようとする者に対し、予算の範囲内で修学資金

等を貸与することにより、地域における助産師の確保及び資質の向上に資す

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (１) 修学資金 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第２

０条に規定する学校又は助産師養成所（以下「養成施設」という。）にお

ける助産に関する専門知識を習得するための資金をいう。 

 (２) 就業資金 助産師業務に従事するための資金をいう。 

 (３) 修学資金等 修学資金及び就業資金をいう。 

 （貸与の対象者） 

第３条 次の各号に掲げる修学資金等の貸与を受けることができる者は、それ

ぞれ当該各号に定める者とする。 

 (１) 修学資金 養成施設の助産に関する専門知識を習得するための課程に

在学する者であって、将来、指定医療機関の助産師として従事しようとす

るもの 

 (２) 就業資金 ６月以上助産師業務に従事していない助産師であって、将

来、指定医療機関に従事しようとするもの（修学資金の貸与を受けた者を

除く。） 

 （貸与額及び貸与期間） 

第４条 修学資金等の貸与額及び貸与期間は、次の表のとおりとする。 

資金の区分 貸与額 貸与期間 

修学資金 月額１００，０００円 貸与を決定した日の属する年度の４



 

月から翌年３月まで 

就業資金 ２００，０００円 

貸与を決定した日から指定医療機関

の助産師として従事した日の前日ま

で（２年を限度とする。） 

２ 修学資金等は、無利息とする。 

 （貸与の申請） 

第５条 修学資金等の貸与を受けようとする者（次条において「申請者」とい

う。）は、連帯保証人２人を立て、管理者に申請しなければならない。 

 （貸与の決定） 

第６条 管理者は、前条に規定する申請があったときは、選考により貸与の可

否を決定し、申請者に通知するものとする。 

 （貸与の休止） 

第７条 管理者は、修学資金の貸与を受けている者が養成施設を休学し、若し

くは停学の処分を受けたときは、その期間、当該資金の貸与を休止するもの

とする。 

 （決定の取消し） 

第８条 管理者は、修学資金等の貸与を受けている者が次の各号のいずれかに

該当することとなったときは、修学資金等の貸与の決定を取り消すことがで

きる。 

 (１) 修学資金の貸与を受けている者が、養成施設を退学したとき。 

 (２) 就業資金の貸与を受けた者が、指定医療機関の助産師として従事しな

いことを申し出たとき。 

 (３) 修学資金等の貸与を受けることを辞退したとき。 

 (４) 死亡したとき。 

 (５) その他修学資金等の貸与を受ける者として不適当と認められるとき。 

 （返還） 

第９条 修学資金等の貸与を受けた者（以下「被貸与者」という。）は、次の

各号のいずれかに該当するときは、貸与を受けた修学資金等の総額を管理者



 

が指定する期日までに一括して返還しなければならない。 

 (１) 貸与期間が終了したとき。 

 (２) 前条の規定により修学資金等の貸与を取り消されたとき。 

 (３) その他修学資金等の貸与の目的を達成する見込みがなくなったと認め

られるとき。 

２ 被貸与者は、正当な理由がなく貸与を受けた修学資金等を返還すべき日ま

でに返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの日

数に応じ、返還すべき額につき年１４．６パーセントの割合で計算した延滞

利息（その額に１００円未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨て

る。）を支払わなければならない。 

 （返還の猶予） 

第１０条 管理者は、被貸与者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

各号に掲げる事由の継続する間、貸与を受けた修学資金等の返還を猶予する

ものとする。 

 (１) 修学資金の貸与を受けた者が、養成施設を卒業後に助産師の免許を取

得しようとするとき。ただし、１年を限度とする。 

 (２) 指定医療機関の助産師として従事しているとき。 

 (３) 災害、疾病その他やむを得ない事情があるとき。 

 （返還の免除） 

第１１条 管理者は、被貸与者が次の各号のいずれかに該当するときは、修学

資金等の返還を免除するものとする。 

 (１) 修学資金の貸与を受けた者が指定医療機関の助産師として従事した場

合において、当該従事した期間が、３年に達したとき。 

 (２) 就業資金の貸与を受けた者が指定医療機関の助産師として従事した場

合において、当該従事した期間が、１年に達したとき。 

 (３) 前２号の従事期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因す

る心身の故障のため、業務を継続することができなくなったとき。 

２ 管理者は、前項に規定する場合のほか、被貸与者が死亡、心身の故障その



 

他やむを得ない事情により修学資金等を返還することができなくなったとき

は、当該修学資金等の返還の全部又は一部を免除することができる。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

管理者が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 


